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OTAシティ・マネジメントレポートの作成にあたって 
 

 

 平成 29年度は、「おおた未来プラン 10年（後期）」における計画期間の折り返し点を

過ぎた中で、目標達成に向け、さらに積極的かつ具体的に取り組みを進めるとともに、

「大田区実施計画」に基づき施策を着実に展開していく重要な年となりました。 

 

長年の重要課題であった羽田空港跡地整備のまちづくりや、新空港線整備の早期実現

に向けた取り組みなど大規模プロジェクトが進展し、間近に東京 2020 オリンピック・

パラリンピックが控えるなか、区は今後も身近な行政として、区民の暮らしを支える区

政運営を着実に推進していく必要があります。 

 

また、さらなる高齢化の進展や子どもを取り巻く環境の変化、度重なる大規模自然災

害への対応など、加速度的に高度化・複雑化の様相を呈する区民の生活に直結する新た

な諸課題に適切に対応する必要があります。 

 

区財政の状況としては、平成に入ってからの 2度の大きな経済不況の経験から、基金

の計画的な積み増しや特別区債の発行抑制と着実な償還を進めており、現状においては、

財政の健全性は維持しています。 

 

しかしながら、地方交付税の不交付団体である特別区特有の不安定な歳入構造に加え

て、消費税率改定に伴う景気動向や国が進める不合理な税制改正に伴う財源への影響、

今後想定される膨大な財政需要を勘案すると、決して予断を許さない状況にあります。 

  

 こうした状況においても、区民の皆さまに信頼され安心できる区をめざすには、区を

「経営」するという視点に立ち、適切な行財政運営を行うことが重要です。 

 

大田区では平成 28 年度決算から、総務省の定める統一的な基準による財務書類等を

作成しております。現行の決算を補完し財政の透明性を高めるとともに、行政コストの

把握や分析などに活用し、財源を「賢く使う」ことにより、これまで以上に効果的・効

率的な行政経営を行ってまいります。 

 

 

 

               平成 31年３月 大田区長  

 

 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大田区財政のアニュアルレポートとは、区民の皆さまに区の経営状況や活動状況

を報告するために作成した｢年次報告書｣をいいます。 

 

 

○ 普通会計とは、決算統計（地方自治法第 252 条の 17 の５第 2 項に基づいて毎

年度実施されている「地方財政状況調査」による全国の地方公共団体の決算に係

る統計調査）により、総務省の定めた全国の統一基準による標準的な会計として、

すべての地方自治体の財政状況を比較分析できるよう再構成した統計上、観念上

の会計です。 

  大田区では、一般会計から介護関連や区営アロマ駐車場などの収入・支出を差

し引いたものとなります。 

 

○ 説明や図表中の数字は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、

各項目の合計が合計欄の金額や比率と一致しない場合があります。 

 



 
 

 
 

 

- 目次 - 

 

 

Ⅰ 区がめざす将来像をお示しします             1 

１ 大田区基本構想・おおた未来プラン10年・大田区実施計画  1 

２ 大田区の人口         4 

 

Ⅱ 決算から区財政の状況をお示しします       5 

Ⅱ-1 普通会計決算等による区財政の状況（平成29年度決算） 6 

１ 普通会計決算でみる区財政の状況 6 

２ 財政指標でみる区財政の状況 15 

３ 健全化判断比率でみる区財政の状況 20 

Ⅱ-2 財務書類による区財政の状況（平成29年度決算） 23 

１ 財務書類作成の趣旨・役割等 23 

２ 一般会計等財務書類 32 

３ 連結財務書類 46 

 

  

（参考資料） 

（１） おおた未来プラン10年 個別施策ごとの決算額 53 

（２） 普通会計決算 58 

□ 決算状況一覧表 58 

□ 財政の状況（普通会計） 60 

□ 累年表（普通会計） 61 

（３） 財務書類 63 

□ 一般会計等財務書類 63 

□ 全体財務書類、連結財務書類 71 

（４） 平成31年度 予算編成、組織・職員定数の基本方針 90 


